
１ 予算規模等 ２ 一般会計当初予算の概要 

 

 

１１１１    予算規模等予算規模等予算規模等予算規模等    

  平成２０年度の予算規模は、一般会計４１５億９，９９６万６千円、特別会計３２２億１，１

７０万５千円、企業会計３４億６４５万９千円となり、総額では７７２億１，８１３万円となっ

ています。 

 

   ［［［［全会計全会計全会計全会計のののの予算規模予算規模予算規模予算規模］］］］                      （単位：千円、％） 

  H20 当初予算 H19当初予算 増減額 増減率 

一般会計 41,599,966 40,857,205 742,761 1.8 

特別会計 32,211,705 43,761,471 △11,549,766 △26.4 

企業会計 3,406,459 3,725,285 △318,826 △8.6 

全会計総計 77,218,130 88,343,961 △11,125,831 △12.6 

 

２２２２    一般会計一般会計一般会計一般会計当初当初当初当初予算予算予算予算のののの概要概要概要概要    

ⅠⅠⅠⅠ    予算規模予算規模予算規模予算規模 

当初予算計上額当初予算計上額当初予算計上額当初予算計上額        ４１５４１５４１５４１５億億億億９９９９，，，，９９６９９６９９６９９６万万万万６６６６千円千円千円千円（（（（対前年度比対前年度比対前年度比対前年度比１１１１．．．．８８８８％％％％増増増増））））    

当初財政計画額当初財政計画額当初財政計画額当初財政計画額        ４１９４１９４１９４１９億億億億８８８８，，，，１４０１４０１４０１４０万万万万００００千円千円千円千円（（（（対前年度比対前年度比対前年度比対前年度比００００．．．．４４４４％％％％増増増増））））    

 

  平成２０年度当初予算額は、４１５億９，９９６万６千円で前年度と比べて１．８％の増とな 

っています。（当初予算計上率９９．１％） 
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ⅡⅡⅡⅡ    歳入歳入歳入歳入    

市市市市    税税税税                １９２１９２１９２１９２億億億億９９９９，，，，６６６６００００００００万万万万円円円円（（（（対前年度比対前年度比対前年度比対前年度比２２２２．．．．５５５５％％％％増増増増））））    

個人市民税は、税制改正等により４．０％の伸びを見込んでいます。法人市民税については、

米国経済の減速や原油高などから、平成１９年度決算見込みからは大幅な減額となるものの、

当初予算額との比較では 4.4%の伸びとしています。また、固定資産税は土地分については地

価下落の影響を受け減少傾向にありますが、家屋分は新増築家屋の増などによって２．２％の

増を見込んでいます。これらの結果、市税全体では平成１９年度と比べて４億６，４００万円、

２．５％の増となっています。 

 

［［［［市税収入見込額市税収入見込額市税収入見込額市税収入見込額］］］］                   （単位：千円、％） 

  H20 当初予算 H19 当初予算 増減額 増減率 

市民税 8,321,675 7,992,468 329,207 4.1 

 
個人 5,706,120 5,486,981 219,139 4.0 

法人 2,615,555 2,505,487 110,068 4.4 

固定資産税 8,868,760 8,673,999 194,761 2.2 

都市計画税 1,060,299 1,044,973 15,326 1.5 

その他 1,045,266 1,120,560 △75,294 △6.7 

合計 19,296,000 18,832,000 464,000 2.5 

 

 

※Ｈ１１～Ｈ１８は決算額、Ｈ１９、Ｈ２０は当初予算額 
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地方交付税地方交付税地方交付税地方交付税                    ２２２２２２２２億億億億８８８８，，，，１００１００１００１００万円万円万円万円        （（（（対前年度比対前年度比対前年度比対前年度比△△△△２９２９２９２９．．．．２２２２％）％）％）％）    

平成１９年度市税収入の大幅な増による基準財政収入額の増加と、「基本方針２００６」及び

「基本方針２００７」に沿った地方歳出の抑制による基準財政需要額の減が見込まれることか

ら、対前年度比で２９．２％減の２２億８，１００万円を見込んでいます。 

 

※Ｈ１１～Ｈ１８は決算額、Ｈ１９、Ｈ２０は当初予算額 

 

    平成1３年度から、普通交付税の一部を地方債（臨時財政対策債）として借り入れるよう

に制度変更され、その額があらかじめ交付税から差し引かれるようになりました。そのため、

それまでの交付税額と比較できるように、グラフの数値は臨時財政対策債を加えた額で作成

しています。 

 

平成２０年度は９億６，６３０万円の臨時財政対策債が見込まれるため、交付税（特別・

普通）と合わせた額は３２億４，７３０万円となります。平成１５年度と比べると約６０億

円以上の大幅な減額となっています。 

 

 

  ＊全国の交付税額全体のうち、９４％は普通交付税として、６％は特別交付税として配分され

ます。交付税の大部分を占める普通交付税の交付額は、各地方公共団体における標準的な需

要額と標準的な収入額との差額になります。 

 

（普通交付税額）＝（標準的な需要額）－（標準的な収入額） 
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市市市市            債債債債                    ４９４９４９４９億億億億６６６６，，，，８９８９８９８９００００万円万円万円万円        （（（（対前年度比対前年度比対前年度比対前年度比２２２２２２２２．．．．１１１１％％％％増増増増））））    

   市債については、最終処分場建設事業等が減少となったものの、現時点での市税収入見込額

と普通交付税算定上の市税見込額との差額が非常に大きいことから、減収補てん債の借り入れ

を予定しており、前年度と比べて、８億９，９３０万円、２２．１％の増となる４９億６，８

９０万円を計上しています。歳入全体に占める割合は１１．９％（Ｈ１９年度は１０．０％）

となっています。 

   また、平成２０年度末の市債残高見込は５１７億９，９１７万１千円（対前年度現在高見込

比△０．０％）となる見込みです。 
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※Ｈ１１～Ｈ１８は決算額、Ｈ１９、Ｈ２０は当初予算額 
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ⅢⅢⅢⅢ    歳出歳出歳出歳出 

人人人人件件件件費費費費                ８１８１８１８１億億億億７７７７，，，，２４５２４５２４５２４５万万万万２２２２千円千円千円千円（（（（対前年度比対前年度比対前年度比対前年度比２２２２．．．．００００％％％％増増増増））））    

   職員数の削減、特殊勤務手当の見直し等により削減への取組を行っているものの、平成２０

年度が退職手当のピークとなることから、前年度と比べると１億６，２５７万５千円、２．０％

増となっています。 

 

扶助費扶助費扶助費扶助費                ７５７５７５７５億億億億６６６６，，，，７９９７９９７９９７９９万万万万７７７７千円千円千円千円（（（（対前年度比対前年度比対前年度比対前年度比３３３３．．．．２２２２％％％％増増増増））））    

   乳幼児の外来医療費助成を就学前まで拡大したこと、障害者自立支援対策臨時特別交付金に

よる特別対策などにより２億３，４３４万円、３．２％増となっています。 

     

公債公債公債公債費費費費                ５９５９５９５９億億億億８８８８，，，，９５６９５６９５６９５６万万万万９９９９千円千円千円千円（（（（対前年度比対前年度比対前年度比対前年度比１０１０１０１０．．．．９９９９％％％％増増増増））））    

   補償金免除繰上償還の実施、合併特例債、平成１６年度災害時に借り入れた災害復旧事業債

の償還が本格化することなどから５億９，０９１万４千円、１０．９％の増となっています。 

 

  ※義務的経費比率（人件費・扶助費・公債費総額の予算総額に占める割合）は５２．２％（H1

９は５０．８％）となっています。 

 

     普通建設事業普通建設事業普通建設事業普通建設事業                ５３５３５３５３億億億億１１１１，，，，８９８９８９８９１１１１万万万万９９９９千円千円千円千円（（（（対前年度比対前年度比対前年度比対前年度比△△△△３３３３．．．．９９９９％）％）％）％）    

容器資源化対策事業、小中学校耐震補強対策事業等の増額はあるものの、最終処分場建設事

業、海岸保全施設整備事業が皆減となったことなどから、２億１，８１４万７千円の減となって

います。 

 

  繰繰繰繰        出出出出        金金金金                ４４４４４４４４億億億億８８８８，，，，２６７２６７２６７２６７万万万万円円円円（（（（対前年度比対前年度比対前年度比対前年度比△△△△１７１７１７１７．．．．６６６６％）％）％）％）    

   後期高齢者医療制度への移行によって、老人保健事業特別会計に関する繰出金が大幅に減少

したこと等により、９億６，０３６万円、１７．６％減の４４億８，２６７万円となっていま

す。                                                                        （千円） 

  
ᖹᡂ 20 ᖺᗘ ᖹᡂ 19 ᖺᗘ ቑῶ 

㔠㢠䠄༓䠅 ᵓᡂẚ(%) 㔠㢠䠄༓䠅 ᵓᡂẚ(%) 㔠㢠䠄༓䠅 ⋡䠄䠂䠅 

ே௳㈝ 8,172,452 19.6 8,009,877 19.6 162,575 2.0 

ᢇຓ㈝ 7,567,997 18.2 7,333,657 17.9 234,340 3.2 

බമ㈝ 5,989,569 14.4 5,398,655 13.2 590,914 10.9 

ᬑ㏻ᘓタᴗ 5,318,919 12.8 5,537,066 13.6 △ 218,147 △ 3.9 

 ⿵ຓ 3,228,826 7.8 3,421,243 8.4 △ 192,417 △ 5.6 

 ༢⊂ 2,090,093 5.0 2,115,823 5.2  △25,730 △ 1.2 

⧞ฟ㔠 4,482,670 10.8 5,443,030 13.3 △ 960,360 △ 17.6 

≀௳㈝ 5,686,690 13.7 6,005,863 14.7 △319,173 △5.3 

䛭䛾 4,381,669 10.5 3,129,057 7.7 1,252,612 40.0 

ྜィ 41,599,966 100 40,857,205 100 742,761 1.8 
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道路特定財源と暫定税率について（もし暫定措置が期限切れとなったら） 

１ 道路特定財源とは 

道路特定財源は、道路建設や維持修繕など道路整備に必要な財源を、景気や財政事情に左右さ

れずに、安定的に確保するために創設されたもので、受益者負担の考え方に基づき、自動車利用

者にその利用に応じて負担していただいているものです。自動車税や軽自動車税は地方の普通税

であり、道路特定財源とは異なります。  

２ 暫定税率とは 

  道路特定財源は、ガソリンにかかる揮発油税や、車検時にかかる自動車重量税など、全部で6

種類ありますが、そのうち5 種類に本来の税率よりも高い「暫定税率」が適用されています。暫

定税率の適用は、「第7 次道路整備5 カ年計画」の実施に対する財源不足に対応するために、政

府税制調査会の答申を受け、1974 年（昭和49 年）、租税特別措置法等に基づく2 年間の措置

としてスタートし、以後、道路整備5 カ年計画の期限が来るごとに税率などの見直しを受けなが

ら延長され、現在に至っています。  

現在の税率と平成２０年度予算は次のとおりです。 

３ 道路特定財源一覧 

  税  目 税率（カッコ内は本則税率） 

税収（平成20 年度）（億円） 

備     考 
  

うち暫定税率 

上乗せ分 

①

国 

1 揮発油税 48.6 円（24.3 円）／㍑ 27,685 13,843   

2 石油ガス税 17.5 円／㎏ 140 -   

3 自動車重量税 

（例：自家用乗用） 

6,300 円（2,500 円）／

0.5 ㌧年 

5,541 3,097 

法律上は一般財源。運用上、収入の

77.5％が道路特定財源とされてい

る。 

計 33,366 16,940   

②

地  

方 

4 地方道路譲与税 5.2 円（4.4 円）／㍑ 2,998 461 

国から全額譲与 

（58/100：都道府県、指定市へ） 

（42/100：市町村へ） 

(2)石油ガス譲与

税 
石油ガス税を参照 140 - 

国から2 分の1 譲与 

（都道府県、指定市へ） 

(3)自動車重量譲

与税 
自動車重量税を参照 3,601 2,013 

国から3 分の1 譲与 

（市町村へ） 

5 軽油引取税 32.1 円（15.0 円）／㍑ 9,914 5,281 全額：都道府県、指定市 

6 自動車取得税 
自家用は取得価格の5％

（３％） 
4,024 1,309 

3/10：都道府県、指定市 

7/10：市町村 

計 20,677 9,064   

合        計 54,043 26,004   

＊網掛け部分が新居浜市の道路事業財源として交付（譲与）されるものです。 

＊「ガソリン税」は揮発油税と地方道路税をあわせたものです。 
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４ 新居浜市への影響（暫定措置が期限切れとなったら） 

（（（（１１１１））））平成平成平成平成 20202020 年度当初予算年度当初予算年度当初予算年度当初予算におけるにおけるにおけるにおける新居浜市新居浜市新居浜市新居浜市のののの道路特定財源道路特定財源道路特定財源道路特定財源    

    

①①①①国国国国からのからのからのからの補助金補助金補助金補助金（（（（約約約約 7777 億億億億 1,3001,3001,3001,300 万円万円万円万円））））→→→→（（（（暫定措置暫定措置暫定措置暫定措置のののの期限切期限切期限切期限切れれれれでででで約約約約 6,8006,8006,8006,800 万円万円万円万円にににに激減激減激減激減））））    

土地区画整理事業や角野船木線改良事業などの国庫補助事業に対する国からの補助金として

入ってくる地方道路整備臨時交付金など、補助事業費総額 24 億 2,000 万円に対して、約 7

億 1,300 万円の国庫補助金等を見込んでいます。国には、揮発油税、石油ガス税、自動車重

量税として歳入されているもので、租税特別措置法など関連する法律の期限切れによって、約

6,800 万円に激減することが見込まれています。 

 

②②②②新居浜市新居浜市新居浜市新居浜市のののの歳入歳入歳入歳入としてとしてとしてとして直接入直接入直接入直接入るるるる道路特定財源道路特定財源道路特定財源道路特定財源（（（（4444 億億億億8,0008,0008,0008,000 万円万円万円万円））））    

→→→→（（（（暫定措置暫定措置暫定措置暫定措置のののの期限切期限切期限切期限切れれれれでででで約約約約 2222 億億億億 7,87,87,87,800000000 万円万円万円万円にににに激減激減激減激減））））    

   補助事業のうちの新居浜市負担分及び単独事業費に充てる財源として、新居浜市に直接入っ

てくる道路特定財源として次のものがあり、総額で4 億8,000 万円を見込んでいます。 

   ・地方道路譲与税（9,200 万円）→（暫定措置の期限切れで約7,800 万円に） 

   ・自動車重量譲与税（2 億6,200 万円）→（暫定措置の期限切れで約1 億1,500 万円に） 

   ・自動車取得税（1 億2,600 万円）→（暫定措置の期限切れで約8,500 万円に） 

   平成20 年度の新居浜市の道路関連事業のうち、補助事業の実施に必要な一般財源は約1 億

円、単独事業の実施に必要な一般財源は約4 億4,000 万円見込まれており、暫定措置の期限

切れによる大幅な財源不足は、道路事業が予定通り実施できなくなるだけでなく、そのほかの

福祉や生活関連予算にも多大な影響を与えることになります。 

 

（（（（２２２２））））平成平成平成平成 20202020 年度年度年度年度道路特定財源道路特定財源道路特定財源道路特定財源とととと政府予算及政府予算及政府予算及政府予算及びびびび新居浜市新居浜市新居浜市新居浜市のののの道路道路道路道路関連予算関連予算関連予算関連予算 

 

 

  


